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研究成果の概要（和文）：　1990年代以降の日本における地方自治体の福祉行政に対して、社会的ネットワークがどの
ように関係しているかを確認した。地域において人や組織の間でつくられる関係である社会的ネットワークは、地域の
人に対する支援を生む場合がある。地方自治体が提供できない福祉サービスを、社会的ネットワークが、地方自治体に
代わって提供するように機能しているかどうかを確認した。
　得られた研究結果は、地方自治体の行政では十分に提供できない福祉サービスを、社会的ネットワークが補うという
形では機能していないということである。社会的ネットワークが充実しやすい地域において、地方自治体の福祉サービ
スが、より多く提供される傾向がある。

研究成果の概要（英文）：　This study aimed to reveal social networks' relations with prefectural and 
municipal governments' programs of welfare for seniors and children. People and organizations form social 
networks in their communities. Social networks may provide welfare services for residents in the 
communities. This study examined how social networks connect with prefectural and municipal governments' 
welfare programs.
　The analysis revealed that social networks cannot substitute for prefectural and municipal governments 
in supplying welfare services, and that prefectural and municipal governments tend to provide more 
welfare services for areas enjoying developed social networks than those holding undeveloped social 
networks.
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１．研究開始当初の背景 
(1) 本研究は、1990 年代以降における日本
の福祉レジームを捉えることを試みた。福祉
サービスを提供できるものには、中央政府、
地方自治体、市場、家族などがある。各福祉
サービス提供者が担っている役割の大きさ
のパターンが、福祉レジームである。地域に
おいて住民同士が支え合うことを含めて、福
祉レジームを検討することも可能であると
考えた。地域で支え合うということで、住民
が福祉サービスを提供することがありえる
ということを前提に、日本の福祉レジームを
捉えることを試みた。 
(2) 1980 年代までの日本の福祉レジームを
捉えようとする研究に比べ、1990 年代以降の
日本の福祉レジームを捉えようとする研究
では、研究の対象とする事象が固定されてい
るとはいえないと理解した。先行研究で、対
象とされてこなかったことに注目すること
で、新たな発見が得られる可能性があると考
えた。 
(3)  1990 年代以降の日本の福祉レジーム
に関する先行研究では十分に注目されてい
ない、社会的ネットワークや住民同士の支え
合いの活動が、1990 年代以降において、地方
自治体の福祉行政にどのような影響を及ぼ
しているかを確認することにした。社会的ネ
ットワークが充実しているため、あるいは、
社会的ネットワークを通した住民同士の支
え合いが活発であるために、地方自治体によ
る福祉行政は十分に展開されないでいると
いう状況が存在するのか、地方自治体による
福祉行政が十分に展開されていないために、
社会的ネットワークが充実している、あるい
は、社会的ネットワークを通した住民同士の
支え合いが活発になっているという状況が
存在するのか、というような社会的ネットワ
ークあるいは住民同士の支え合いと地方自
治体の福祉行政の関係について確認するこ
とを課題とした。 
 社会的ネットワークとは、人や組織の間で
つくられるネットワークのことである。この
ようなネットワークが充実していれば、住民
同士の支え合いも行われやすいと考えるこ
とができる。 
 
２．研究の目的 
 研究の目的は、1990 年代以降、社会的ネッ
トワークと地方自治体の福祉行政が、どのよ
うな関係にあるかを確認するということで
ある。社会的ネットワークが充実している地
域においては、地方自治体の福祉行政が十分
ではなく、社会的ネットワークが充実してい
ない地域においては、地方自治体の福祉行政
が十分に展開されているということを確認
できれば、地方自治体の行政で足りないとこ
ろを補う形で、社会的ネットワークを通して、
住民が福祉サービスを提供しているといえ
る。地域の住民がつながりを持つことによっ
て、地方自治体に依存しなくても、福祉サー

ビスを享受することができている状態が存
在しているということになる。実際に、この
ような状況が存在するのか否かを確認する
ことが、研究の目的であった。 
 
３．研究の方法 
(1) 1990 年代以降の日本における社会的ネ
ットワークと地方自治体の福祉行政との関
係を確認するために、重回帰分析を行った。
分析の単位は、都道府県とした。データは、
1989 年度から 2010 年度におけるものを使っ
た。従属変数は、地方自治体の老人福祉費と
児童福祉費である。1990 年代以降、重要視さ
れている福祉政策の分野であると理解し、高
齢者福祉と児童福祉の分野における支出を
用いることにした。老人福祉費と児童福祉費
のそれぞれについて、都道府県分だけ、市町
村分だけ、都道府県分と市町村分を合わせた
ものを都道府県の人口で除し、独立変数とし
た。社会的ネットワークの構築のしやすさに
関係する指標、都道府県と市町村の財政状況
を示す指標になるものなどを変数として使
い、主成分分析を行った。主成分分析で得ら
れた四つの変数を、重回帰分析の独立変数と
して用いた。主成分分析で得られた変数は、
地方部の性質（社会的ネットワークが充実し
やすい）、都市部の性質（社会的ネットワー
クが充実しにくい）、都道府県の財政状況、
市町村の財政状況を表すものであった。 
(2) なお、この重回帰分析以外にも、特定
の地方自治体で 1990 年代以降に福祉行政に
携わった人物へのインタビューを計画した。
インタビューにより、住民の活動や、住民の
活動に影響を及ぼす社会的ネットワークが、
地方自治体の福祉行政にどのように関係し
ているかを、確認することにしていた。 
 
４．研究成果 
(1) 1989 年度以降の社会的ネットワークと
地方自治体の福祉支出との関係を確認する
と、都道府県の福祉支出、市町村の福祉支出、
都道府県と市町村の福祉支出を合わせたも
のの分析結果には、同じ傾向があることがわ
かった。しかし、老人福祉費と児童福祉費に
ついては、異なる状況を確認することができ
た。 
(2) 老人福祉費を従属変数とする重回帰分
析では、社会的ネットワークが充実しやすい
地方部の性質を表す独立変数も、社会的ネッ
トワークが充実しにくい都市部の性質を表
す独立変数も、正の標準偏回帰係数を得てい
る。1990 年代と 2000 年代に、社会的ネット
ワークが充実しやすい地域においても、社会
的ネットワークが充実しにくい地域におい
ても、地方自治体の老人福祉支出が求められ
ているということになる。社会的ネットワー
クが充実しやすい地方部の性質を表す独立
変数が、負の標準偏回帰係数を得ていないこ
とから、地方自治体の福祉行政が不十分であ
れば、社会的ネットワークを通して行われる



ような住民同士の支え合いが、その不十分さ
を補おうとするといえる状態ではないとい
うことになる。社会的ネットワークが充実し
やすい地域において、地方自治体の老人福祉
費は多くなるという傾向が存在するのであ
る。 
 1989 年度から 2010 年度までの変化を見る
と、地方部の性質を表す独立変数の標準偏回
帰係数は徐々に大きくなっており、都市部の
性質を表す独立変数の標準偏回帰係数は
徐々に小さくなっている。地方部の性質を表
す独立変数の標準偏回帰係数が徐々に大き
くなっているということは、地方部において
は、地方自治体の高齢者福祉支出が、年度が
進むごとに多く求められるようになってい
るということになる。社会的ネットワークに
注目しようとすれば、社会的ネットワークが
充実しやすい地域において、地方自治体の高
齢者福祉支出が徐々に大きくなっていると
いうことになる。 
(3) 地方自治体の児童福祉費を従属変数と
する重回帰分析では、地方部の性質を表す独
立変数も、都市部の性質を表す独立変数も、
正の標準偏回帰係数を得た。このことについ
ては、老人福祉費を従属変数とする重回帰分
析の結果と同じである。社会的ネットワーク
が充実しやすい地方部においても、社会的ネ
ットワークが充実しにくい都市部において
も、地方自治体の児童福祉支出が求められて
いると理解できる。地方部の性質を表す独立
変数が、正の標準偏回帰係数を得ていること
から、地方自治体の福祉行政が不十分であれ
ば、その分、社会的ネットワークを通した住
民同士の支え合いが機能するとはいえない
ということになる。 
 老人福祉費を独立変数とする重回帰分析
の結果と異なるのは、1989 年度から 2010 年
度まで、地方部の性質を表す独立変数と、都
市部の性質を表す独立変数の標準偏回帰係
数が大きく変化していないということであ
る。老人福祉費を独立変数とする重回帰分析
の結果に現れたように、1989 年度から 2010
年度の間に徐々に標準偏回帰係数が変化す
るということはなかった。このことは、1990
年代以降、地方部においても、都市部におい
ても、社会的ネットワークが充実している地
域でも、充実していない地域でも、地方自治
体に対して児童福祉行政が一貫して求めら
れてきており、地方部であっても都市部であ
っても、社会的ネットワーク充実している地
域でも、充実していない地域でも、地方自治
体の福祉行政が求められていると解釈でき
る。 
(4) 以上のことから、1990 年代以降の日本
において、地方自治体の高齢者福祉行政や児
童福祉行政が不十分であれば、社会的ネット
ワークを通して行われる住民同士の支え合
いがそこを補う、という形で機能しているわ
けではないということが、明らかになった。 
(5) このような分析の結果を得て、社会的

ネットワークや、地域住民による助け合いの
効果がどのようなものであるのか、そして、
その効果はどの程度であるのかということ
について、明らかにする必要があると考えた。
社会的ネットワークや、そこから生じる地域
住民による支え合いは、地方自治体による福
祉行政の不十分なところを十分に補ってい
るとはいえないとしても、地方自治体が提供
できない福祉サービスを提供することがで
きているのか。できているとすれば、どの程
度であるのか。これらのことについて、調査
を行い、重回帰分析で得られた結果の解釈を、
より確実なものにすることが必要であると
考えた。 
 地域住民による高齢者のための取り組み
として、ふれあい・いきいきサロンの運営が
ある。高齢者が他の人と交流しながらすごす
ことができるサロンを設け、行事などを実施
するという取り組みである。地域住民が子育
て広場の運営にかかわっている場合もある。
このようなふれあい・いきいきサロンや子育
て広場を訪問し、参与観察による研究の可能
性を確認した。 
 研究を企画した際には、1990 年代以降の地
方自治体における福祉行政に携わってきた
人物に対するインタビューを行い、福祉政策
の作成に対する住民の参加や、住民同士の支
え合いが存在することが福祉政策の作成や
福祉行政の実施に影響するか否か、住民同士
の支え合いを促す政策が福祉政策として検
討されたか否かについて、確認することにし
ていた。しかし、1990 年代の初めからとなる
と、インタビューで得られる情報が少ないこ
とから、異なる方法で、住民同士の支え合い
と地方自治体の福祉行政との関係を考察す
ることにした。 
 ふれあい・いきいきサロンや子育て広場の
ような住民同士の助け合いの活動の参与観
察が、有効な方法になると考えた。その準備
をすることを目的として、複数の地方自治体
の社会福祉協議会を通して、住民同士の支え
合いの活動の見学をする機会を得た。そこで、
住民同士の支え合いの活動に関する先行研
究がどのようなことを明らかにしているか
を確認した。しかし、活動を見学するにあた
って、活動の状況を把握するために、どのよ
うな指標を用意するといいかということま
で、検討することができなかった。そのため、
本研究では、住民同士の支え合いの活動を観
察することで、得られた情報を使い、分析を
行い、社会的ネットワークまたは住民の活動
と地方自治体の福祉行政との関係を明らか
にすることまでは、できなかった。 
(6) 1990 年代以降の日本の福祉レジームを
捉えるために、本研究の発見を活用すると、
次のようにいえる。地方自治体の福祉行政の
不十分なところを補うために、住民同士の支
え合いによって福祉サービスが提供される
という傾向も、地方自治体の福祉行政が相対
的に充実していれば、住民同士の支え合いに



よって福祉サービスが提供されないという
傾向も、分析の結果からは、1990 年代以降、
存在しているとはいえない。住民同士の支え
合いによって提供される福祉サービスと、地
方自治体が提供する福祉サービスは、異なる
性質を持っており、相互に補完し合うような
性質はないと考えられる。そのため、地方自
治体の福祉行政の量と住民同士の支え合い
によって提供される福祉サービスの量を比
べ、どちらの比重がどれくらい大きいという
見方で、どのような福祉レジームが存在する
かを説明することは、できない。住民の支え
合いを含めて福祉レジームを捉えようとす
る場合、住民同士の支え合いによって提供さ
れている福祉サービスがどのような性質を
持っているのか、住民同士の支え合いがどの
ような機能を担っているのかということを、
明らかにする必要がある。 
 これらのことを確認する方法として、住民
同士の支え合いの活動が実際に行われてい
るところで観察を行い、そこで得られた情報
を使って分析する方法が考えられる。この方
法を具体化し、実施していくことが、さらな
る分析に求められていると考えられる。 
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